
＜第 13回＞自治体議員バックアップセミナー  5.15  橋本久雄 

 

自治体における公文書管理について 

 

(１)  公文書管理法の理念 

公文書管理法を作るにあたって組織された有識者会議の最終報告 

 「民主主義の根幹は国民が正確な情報にアクセスし、それに基づき正確な判断を行い、主

権を行使することにある。国の活動や歴史的事実の正確な記録である「公文書」は、この根

幹を支える基本的なインフラであり、過去・歴史から教訓を学ぶとともに、未来に生きる国

民に対する説明責任を果たすために必要不可欠な国民の貴重な共有財産である。」 

 

(２)  年表 

1980年代 自治体が情報公開条例を制定する動きあり 

1999年 情報公開法制定 

2001   情報公開法施行 

行政機関ごとの情報公開と個人情報保護の法律・条例の枠組みと公文書管理法 

      官僚は秘密体質を変えない。政治家は個人情報保護法を悪用して情報公開つぶし

を図る 

     知る権利が明記されていない。～不開示情報の解釈基準として憲法の知る権利を

踏まえて解釈することが明確になる 憲法 21、条表現の自由に含まれる 

     政府に対し政府情報の公開を求める権利という「請求権」が保障されていない 

     目的で「行政機関からの説明責任」「国民主権の理念」しか書かれていない 

2009   公文書管理法制定 

2011   民主党、情報公開法改正案を提案。審議未了、廃案 知る権利の保障を明記 

 

(３)  公開の対象になる文書 

・職員が職務上作成したまたは取得したもので、組織的に用いるものとして保有されている

文書 

・アメリカの情報公開法が単純に定めているように「行政機関の記録」なのだから手持ちの

メモであっても政策決定を行っていくうえで重要な内容を記載し、組織的に共有されてい

ることはこの間の国政の動きで明らか 

・「行政機関の記録」として保存期間も廃止すべき。国際基準の最長 30 年とすべき。1968

年ＩＣＡ（国際公文書館会議）マドリード大会において決議された。アメリカでは 30 年

たつと公開対象になる 

・行政文書は原則公開だが開示できない文書を例外として定めている 

個人情報、法人情報、国の安全・外交に関する情報、公安情報、意思形成過程情報、行政

執行情報など 

・「知る権利」が明記されていないために行政側の非公開理由が広く認められているのは問



題～「原則非公開」というべき運用がなされている 

・開示請求すると行政側は 30日以内に決定することになっているが実際はあと 30日の延長

決定してくる。これを 14日以内に決定。特別な理由がある場合 30日以内にすべき 

・森友文書改ざんなど罰則規定が曖昧。国家公務員法による罰則のみ。「公文書管理責任の

明確化」「責任者の処罰」規定を設ける 

 

(４)  廃棄する場合 

・廃棄する場合は行政機関の長は内閣総理大臣と協議し、同意することが原則となっている

が、これを実施する体制が整っていないことを理由に文書が廃棄されている。 

 

(５)  公文書管理における共通する問題点 

① 情報公開と公文書管理は車の両輪 

情報公開条例：99.9％（未制定２町のみ 2014.10.1） 

公文書管理条例 

 都道府県 政令都市 市町村 

制定（条例、規則、規定、要綱

等） 

46（97.9％） 15（75.0％） 1568（91.％） 

その内、条例で制定 5（10.6％） 4（20.0％） 12（0.7％） 

（『図書館研究三多摩 8号』より） 

都は 2017年 7月 1日、公文書管理条例施行 

都の市町村で 1団体が条例化を計画中 

 

(６)  情報公開法から公文書管理法へ 

・「意思決定」から「意思決定過程」を示すものへと拡大 

・行政は単に「文書を作成しなければならない」から「合理的に跡付け、または検証できる

よう」文書を作成しなければならない 

 

(７)  多摩地域の現状 ２６市 

１． 保管期間 

ほとんどが担当部署で判断 

・全庁的な文書管理部署：２市 

・全庁的な文書管理部署と協議：２市  

 

２． 行政文書管理簿またはコンピューターで管理 

・ほとんどがこの方法で管理 

・いずれも管理していない：３市  

 

３． コンピューターの導入 



・２６市中、１７市＋１市予定 

・出来ていない、予定もない：８市 

 

４．起案文書の作成 

（審議 事案について関連を有する者が、事案 の決定のための案を記載した文書又は電磁

的記録(以下「起案文書」という。) 

・作成している：３分の１弱 ９市 そのうちの３市はＨＰで閲覧できる 

 

(８)  課題 

・公文書管理法の理念に基づいた、文書の作成、管理をするための職員研修が必要 

・市民がアクセスすしやすい方法の検討 

・文書の廃棄、歴史的文書としての保存の判断など、第３者の目が必要 

 

(９)  先行事例 

・福岡県豊前市 

・熊本県宇土市 

・長野県上田市マルチメディア情報センター 

・熊本県天草市立天草アーカイブス 

 

○小平市文書管理規程 

昭和 39年 

第 1章 総則(第 1条―第 4条の 3) 

第 2章 文書等の収受及び配付(第 5条―第 9条の 2) 

第 3章 文書等の処理及び審査(第 10条―第 23条) 

第 4章 文書等の発送(第 24条―第 25条の 2) 

第 5章 文書等の保管、保存及び廃棄(第 26条―第 33条) 

第 6章 委任(第 34条) 

(文書等の取扱いの原則) 

第 1条 文書等は、正確かつ速やかに取り扱い、事務が能率的に処理されるようにしなけれ

ばならない。 

(用語の定義) 

第 2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 文書等 職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、フイルム及び電磁的記録(電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られた記

録をいう。以下同じ。)をいう。 

(2) 電子文書 電磁的記録のうち、第 9 号の文書総合管理システムによる情報処理の用に

供するため当該システムに記録されたものをいう。 

https://www.city.kodaira.tokyo.jp/reiki/reiki_honbun/g135RG00000049.html#l000000000
https://www.city.kodaira.tokyo.jp/reiki/reiki_honbun/g135RG00000049.html#e000000137
https://www.city.kodaira.tokyo.jp/reiki/reiki_honbun/g135RG00000049.html#e000000137
https://www.city.kodaira.tokyo.jp/reiki/reiki_honbun/g135RG00000049.html#e000000184


(3) 完結文書 文書等のうち、その事務処理が完結したものをいう。 

(4) 未完結文書 文書等のうち、その事務処理が完結に至らないものをいう。 

(5) 保管文書 文書等のうち、フアイリング・キヤビネツト(以下「キヤビネツト」という。)

等に収納され、又は第 9号の文書総合管理システムに記録されているものをいう。 

(6) 保存文書 文書等のうち、書庫等に収納され、又は第 9 号の文書総合管理システムに

記録されているものをいう。 

(7) 持ち出し 主管担当の職員が、当該担当の文書を持ち出すことをいう。 

(8) 貸出し 主管担当の職員以外の職員に文書を貸し出すことをいう。 

(9) 文書総合管理システム 電子計算機を利用して文書等の収受、起案、保管、廃棄等の

事務の処理及び文書等に係る情報の総合的な管理等を行う情報処理システムをいう。 

(10) 電子署名 電子計算機による情報処理の用に供される電磁的記録に記録することが

できる情報について行われる措置であつて、次のいずれにも該当するものをいう。 

ア 当該情報が当該措置を行つた者の作成に係るものであることを示すためのものである

こと。 

イ 当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるものである

こと。 

(11) 総合行政ネツトワーク文書 総合行政ネツトワークの電子文書交換システムにより

交換される電磁的記録をいう。 

第 29 条 文書等の保存期限は、次の 5 種とする。ただし、法令等に特に期限の定めのある

ものはその期限によるものとする。 

第 1種 永久保存 

第 2種 10年保存 

第 3種 5年保存 

第 4種 3年保存 

第 5種 1年保存 
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（ 参 加 の 機 会 の 保 障 ）   

第 １ ０ 条   執 行 機 関 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 行 う 場 合 は 、 参 加 を 

す る 機 会 を 保 障 す る も の とす る 。   

(1) 長 期 総 合 計 画 又 は 個 別 分 野 に お け る 施 策 の 基 本 的 な 事 項 を 

定 め る 計 画 の 策 定 又 は 変更   
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廃   

等 に つ い て 、   

第 ４ 章   市 民 投 票 制 度 （ 第 １ ４ 条 ）   

第 ５ 章   コ ミ ュ ニ テ ィ 活 動 （ 第 １ ５ 条 ・ 第 １ ６ 条 ）   

第 ６ 章   議 会 （ 第 １ ７ 条 － 第 １ ９ 条 ）   

第 ７ 章   市 長 等 （ 第 ２ ０ 条 － 第 ２ ２ 条 ）   

第 ８ 章   行 財 政 運 営 （ 第 ２ ３ 条 － 第 ３ ２ 条 ）   

第 ９ 章   国 、 都 等 と の 関 係 （ 第 ３ ３ 条 － 第 ３ ６ 条 ）   

第 １ ０ 章   条 例 の 位 置 付 け 及 び 見 直 し （ 第 ３ ７ 条 ・ 第 ３ ８ 条 ）   

第 １ １ 章   補 則 （ 第 ３ ９ 条 ） 
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